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議案第３３号 

令和６年度渋川市水道事業会計予算 

（総則） 

第１条 令和６年度渋川市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）   給水戸数 33,500 戸 

（２）   年間総給水量 9,850,000 ㎥ 

（３）   一日平均給水量 26,986 ㎥ 

（４）   主要な建設改良事業  

    配水施設改良事業 169,543 千円 

    取水施設改良事業 382,789 千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収 入 

第１款 水道事業収益 2,019,049 千円 

第１項 営業収益 1,752,519 千円 

第２項 営業外収益 258,723 千円 

第３項 特別利益 7,807 千円 

支 出 

第１款 水道事業費用 1,922,174 千円 

第１項 営業費用 1,831,790 千円 

第２項 営業外費用 79,577 千円 

第３項 特別損失 8,807 千円 

第４項 予備費 2,000 千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本

的支出額に対し不足する額 737,174 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的

収支調整額 48,974 千円、過年度分損益勘定留保資金 96,621 千円及び当年度分損

益勘定留保資金 591,579 千円で補てんするものとする。）。 

収 入 

第１款 資本的収入 435,468 千円 

第１項 企業債 368,600 千円 

第２項 負担金 43,922 千円 

第３項 補助金 22,946 千円 

支 出 

第１款 資本的支出 1,172,642 千円 

第１項 建設改良費 802,087 千円 

第２項 企業債償還金 360,555 千円 

第３項 予備費 10,000 千円 
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（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定

める。 

事   項 期   間 限度額（千円） 

渋川市上下水道営業関連業

務委託 

令和６年度から 

令和１１年度まで 
672,083 

（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定

める。 

起債の目的 限度額（千円） 起債の方法 利率 償還の方法 

上水道事業 368,600 

証書借入又 

は証券発行 

年 5.0％以内（ただ
し、利率見直し方式
で借り入れる政府
資金及び地方公共
団体金融機構資金
について、利率の見
直しを行った後に
おいては、当該見直
し後の利率） 

政府資金については、
その融資条件により、
銀行その他の場合には
その債権者と協定する
ものによる。ただし、
企業財政の都合により
据置期間及び償還期限
を短縮し、又は繰上償
還もしくは低利に借換
えすることができる。 

（一時借入金）                                                
第７条 一時借入金の限度額は、300,000 千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと

定める。 

 （１） 水道事業費用のうち、営業費用、営業外費用及び特別損失間の流用 

 （２） 資本的支出のうち、建設改良費及び企業債償還金間の流用    
（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流

用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経な

ければならない。 

（１）   職員給与費 236,249 千円 

（２）   交際費 20 千円 

 （他会計からの補助金） 

第１０条 事業費の一部に充てるため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、

127,008 千円である。 

（たな卸資産購入限度額） 

第１１条 たな卸資産の購入限度額は、3,411 千円と定める。 

  令和６年２月２８日提出 

                                              渋川市長 髙 木   勉   









１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） 36,488 千円

減価償却費 779,378 千円

固定資産除却損 12,272 千円

固定資産売却損益(△は益) 0 千円

長期前受金戻入 △ 55,598 千円

受取利息 △ 36 千円

支払利息 44,210 千円

未収金の増減額(△は増加) 4,210 千円

未払金の増減額(△は減少) 47,206 千円

貯蔵品の増減額(△は増加) △ 1,999 千円

引当金の増減額(△は減少) △ 861 千円

前受金の増減額 0 千円

小計 865,270 千円

受取利息 36 千円

支払利息 △ 44,210 千円

業務活動によるキャッシュ・フロー 821,096 千円

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △ 746,210 千円

固定資産の売却による収入 0 千円

固定資産取得に充当する補助金等 61,067 千円

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 685,143 千円

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債による収入 368,600 千円

企業債の償還による支出 △ 360,555 千円

財務活動によるキャッシュ・フロー 8,045 千円

143,998 千円

469,362 千円

613,360 千円

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高

（ 令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで ）

令和６年度　渋川市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書(間接法)
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１　総　括 （単位：千円）

（単位：千円）

（１）　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

注　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員で予算の積算基礎になったものについて
 　記載、(　)内は、再任用短時間勤務職員について外書きで記載

区　分

組合負担金

99,874

5,243

本
年
度

損益勘定

管理職
手   当

管理職員特別
勤務手当

支弁職員 16

合計
（　）

64,923 38,422

区　分
給　　　与　　　費

12,448 115,793

60,583 17,691

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当

職員数（人）

21,773 137,566
資本勘定 （　）
支弁職員 9 34,951 22,161 73,99762,355 11,642

178,148 33,415 211,563

9,92541,75768,608
前
年
度

損益勘定 （１）
120,290

資本勘定 （　）
31,872 19,878

22,552 142,842

10,533 67,0644,781

14,706 176,821
（１）

合計
24 100,480

支弁職員 1

6,377
-449

支弁職員 -3,685

36,300

33,08561,635

56,531

20,370

休日勤務
手 　　当

2,523

（13）
16

-1,292

10,533

118

資本勘定 （　）

合計

18,076 64,923 41,729 12,448

63,890 17,691

5,243
（10）

支弁職員 16

（　）

25

前年度
比　 較

3,714

（　）

25

合計
1

損益勘定 （-1）

支弁職員 8

（-1）

損益勘定

支弁職員

16

比
較

区　分
職員数（人）

特別職 一般職

（10）

本
年
度

9

給　　　与　　　費

報　酬 給　料 手　当
退職手当

計
法　定
福利費

合　　計
組合負担金

24,475

前
年
度

比
較

支弁職員
資本勘定

損益勘定

合計

損益勘定

支弁職員
資本勘定
支弁職員

支弁職員
資本勘定
支弁職員

合計
（-3）
1

（　）
8

-2,294

1

（13）
24
（-3）

（　）

34,951

18,076 99,874

31,872

100,480

-3,685

-606

22,161

43,968

807

3,079

-2,294
注　(　)内は、再任用短時間勤務職員及び、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務

68,60820,370

2,523

2,283

9,925

19,878 4,781

63,846

3,079

137,176

62,355

199,531

462

-2,239

142,871

2,985

-5,695

14,706

扶養手当

19,294

44

　時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書きで記載

-54

手当の内訳

時間外勤務
手　 　 当

1,201

25,767

56,531

168,638

67,064

-3,335

462

80
597

2,283

4,212

地域手当

-960

本年度 3,714

210

11,642

36,117

161,651

73,997

235,648

235,702

-6,987

6,9335,824

199,402

1,109

5,928

129

113
-33

51

-183

67

区　分

本年度
前年度
比　 較

3,207

3,252
1,252

-51

合　　計退職手当

期末手当 勤勉手当

14,782

法　定
福利費

19,437
-143

3,255 15,286
-504

計

1,657

住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　 当

-48

-606 -1,052 2,985 1,327 330

給　与　費　明　細　書

209,906

-5,276-4,497 -779

5,824 6,9331,109
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（単位：千円）

　　（１）　総　括（２）　会計年度任用職員 （単位：千円）

２　給料及び手当の増減額の明細 （単位：千円）

注　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員で予算の積算基礎になったものについて記載、(　)内
　 は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める

職員数（人）

特別職 一般職

前
年
度

損益勘定

資本勘定 （　）

（-2）

支弁職員 20,370

合計
（12）

比　 較 -960

-48

3,714

手当の内訳

区　分 扶養手当 住居手当

比　 較

本年度

本年度 807

区　分

区　分

1,201 80 5,928

通勤手当
特殊勤務
手　　 当

時間外勤務
手　 　 当

前年度 4,212 597 1,252 113 6,377
3,252

17,390

-449 67

休日勤務
手 　　当

51

管理職員特別
勤務手当 地域手当 勤勉手当

14,782
15,286

118

210 -51 -33

3,207

給　　　与　　　費
法　定
福利費

164 -504

期末手当

組合負担金

退職手当

管理職
手   当

前年度 3,714 3,255 17,226

合　　計
報　酬 給　料 手　当 計

本
年
度

損益勘定 (10）
18,076 2,702 24,0853,307 21,383支弁職員

資本勘定 （　）

合計
（10）

支弁職員

18,076 3,307 21,383 2,702 24,085
損益勘定 (12）

2,211 22,581 3,215 25,796

支弁職員

20,370 2,211 22,581 3,215 25,796

支弁職員 -2,294 1,096 -1,711
資本勘定 （　）
支弁職員

-2,294

　 職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書きで記載

1,104

（単位：千円）

比
較

1,904

合計
（-2）

-1,742

337

手当の内訳

区　分
本年度
前年度
比　 較

区　　分

給　　料

その他の増減分

-606

増減額 増減事由別内訳

昇給に伴う増加分

期末手当

給与改定に伴う増加分

2,211
-307

手　　当

-1,198

備考

-1,052
制度改正に伴う増加分

その他の増減分

期末手当　2.4月 → 2.45月
勤勉手当　2.0月 → 2.05月

職員の異動による　他
注　給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員で予算の積算基礎になったものについて記載
　（３　給料及び手当の状況において同じ）

1,343

-2,395

説　　明

-1,198 -513

1,096

799

-513 -1,711

勤勉手当
1,104

職員の異動による
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３　給料及び手当の状況
（１）　職員一人当たりの給与

（２）　初任給 （単位：円）

（３）　級別職員数

100.0

平均給料月額 （円）

大 学 卒

高 校 卒

区　分

43.4

短 大 卒

事務・技術職

9.1

(   )

(   )

379,464
52.7

344,666
376,923

347,133

(   )

337,450
385,596

(   )
4.5

(   )
4.8

51.7

一般行政職 技能労務職

166,600

9.1
(   )

196,200

166,600

平均給与月額 （円）

平　均　年　齢 （歳）

区　　　　　　　　分

令和６年１月１日現在

令和５年１月１日現在

平均給料月額 （円）
平均給与月額 （円）

平　均　年　齢 （歳）

技能労務職

372,035
42.0

329,686

事務・技術職 技能労務職

179,100

一般会計の制度

166,600

179,100

166,600

196,200

５級

６級

区　　分

令和６年１月１日現在

級

１級

２級

３級

４級

７級

８級

計

3
(   )

事務・技術職

2

(   )
8

(   )
13.6

(   )

技能労務職
 職員数（人）  構成比(％）  職員数（人）  構成比(％）

(   ) (   )

(   )
1

(   )
6

(   )
2

(   ) (   )

(   )

(   )

(   )

(   )

(   )

(   )

(   )

(   )

27.3
(   )

336.4
(   )

(   )

(   )

(   )

(   )

22
(   )

100.0
(   )

3

(   )

(   )

(   )
7 33.2 3 100.0

(   ) (   )

(   )
100.0

(   )

1 4.8
(   )

(   ) (   )
1

３級
( 1 ) ( 100.0 ) (   )

２級
(   )

４級
(   ) (   ) (   ) (   )

7 33.3

５級
(   ) (   ) (   ) (   )

2 9.5

６級
(   ) (   ) (   ) (   )

1 4.8

７級
(   ) (   ) (   ) (   )

1 4.8

８級
(   ) (   ) (   ) (   )

1 4.8
( 100.0 ) ( 1 ) (   )

21 100.0 3 100.0
計

( 1 )

令和5年１月１日現在

１級
(   )

注　(　)内は、再任用短時間勤務職員について外書きで記載

※平均給与は、扶養・住居・通勤・管理職・地域手当を含んだ額
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（級別の基準となる職務）

（４）　昇　給

（５）　特殊勤務手当

（６）　期末手当・勤勉手当

95.5

0.08

100.00

100.0

3

21

備　考

( 2.35 )

96.0

3

３号給

( 1.175 )

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

支給率計
（月分）

支給期別支給率

６月（月分） １２月（月分）

( 2.35 )

昇給に係る職員数 (B)

(人)
本
年
度

職員数 (A)

(％)

3

８号給 (人)

３号給 (人)

(人)

号給数別
内訳

１号給 (人)

比較　 (B)／(A)

昇給に係る職員数 (B) (人)

４号給

７号給 (人)

２号給 (人)

15

５号給

22 325

６号給 (人)

21

有

有

有

(人)

24

2.250

( 1.150 )

2.200

一般会計の制度

本年度

4.502.250

52.17

1

５号給 (人)

4.40

給料総額に対する比率（％）

(人)

3 3

3

18

3

(人)

23 20

( 1.175 )

2.250

2.250

( 1.150 )

2.200

( 1.175 )

号給数別
内訳

１号給

( 1.175 )

区　　分 １級 ２級 ３級

前
年
度

職員数 (A)

支給対象職員の比率（％）
（令和６年１月１日現在）
代表的な特殊勤務手当の名称

区　　分

事務・技術職 主事 主事 主任・主査 参事・副局長

合　計
職種別内訳

局長主幹・統括主幹

４級 ５級 ６級 ７級 ８級

(人)

２号給 (人) 4

６号給 (人) 4 4

４号給 (人) 12

(人) 1

８号給 (人)

７号給 (人)

区　分 全職種
職種別内訳

事務・技術職 技能労務職

100.0比較　 (B)／(A) (％) 95.8

4

3

課長補佐

3

事務・技術職 技能労務職

2

9

課長

24

2

4.50

0.08

57.69

水道施設高圧受電設備等作業手当・緊急出動手当

0.08

注　(　)内は、再任用短時間勤務職員について外書きで記載

区　分

前年度

95.2

( 2.30 )
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（７）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（８）　その他の手当

（単位：千円）

企業債 給水収益

129,459

期　間 金　額

令和5年度

国　県
支出金

令和5年度

期　間 金　額

381,216～

令和6年度
～

令和10年度
～

24,080

限度額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

令和6年度

当該年度以降の支払
義務発生予定額

令和6年度510,675

81,715

360,800

144,492

183,820

令和4年度
～

令和5年度

～

水道料金調定・公営
企業会計システム賃
貸借

渋川地区遠方監視
システム構築業務

～
令和7年度

351,400

144,492

令和6年度

令和9年度
令和6年度

129,459

57,635

債務負担行為に関する調書

住居手当

90,200

定年前早期退職特例措置
（２％～45％加算）

57,635

183,820

144,492

183,820

261,200

区　　　分
２０年

勤続の者
（月分）

２５年
勤続の者
（月分）

３５年
勤続の者
（月分）

最高限度
（月分）

47.709支給率等

一般会計の制度
（支給率等）

47.709

24.586875 33.27075

24.586875 33.27075

通勤手当

47.709

地域手当

同　　じ
同　　じ
同　　じ

47.709

区　　　分

扶養手当

一般会計の制度との異同

同　　じ

差異の内容

備 考その他の加算措置等

事　項
左の財源内訳

定年前早期退職特例措置
（２％～45％加算）

渋川市上下水道営
業関連業務委託

伊香保地区水道施
設管理業務委託

子持地区水道施設
管理業務委託

渋川市上下水道営
業関連業務委託

672,083

令和6年度

672,083

令和2年度

9,400

672,083～

令和11年度

令和10年度
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令和６年度  渋川市水道事業予定貸借対照表（当年度分）

             (令和７年３月３１日）

          資  産  の  部

円 円 円 円

１

(1)

イ 511,993,180

ロ  13,962,737

ハ 1,113,388,354

△712,617,308 400,771,046

ニ 30,379,964,668

△15,729,071,625 14,650,893,043

ホ 5,654,552,362

△4,337,385,143 1,317,167,219

ヘ 28,188,432

△24,695,318 3,493,114

ト 147,245,831

△132,375,272 14,870,559

チ 103,060,337

△64,413,994 38,646,343

リ 6,303,000

16,958,100,241

(2)

イ 100,358,655

ロ  300,111

ハ 12,522,750

ニ 8,820,483

122,001,999

17,080,102,240

２

(1) 613,360,333

(2) 96,531,741

△1,471,000 95,060,741

(3)

イ 9,496,435

ロ  93,090

9,589,525

(4) 1,661,890

719,672,489

17,799,774,729

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

立 木

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

ダ ム 使 用 権

工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

量 水 器

減 価 償 却 累 計 額

施 設 利 用 権

電 話 加 入 権

水 利 権

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

無形固定資産合計

貯 蔵 品

貸 倒 引 当 金

前 払 費 用

流 動 資 産 合 計

原 材 料

貯 蔵 量 水 器

資 産 合 計

貯 蔵 品 合 計
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         負　債　の　部

３

(1)

イ
2,565,517,568

2,565,517,568

2,565,517,568

４

(1)

イ
315,922,365

315,922,365

(2) 300,950,634

(3) 14,547,140

(4)

イ 13,909,000

ロ 2,583,000

16,492,000

647,912,139

５

2,243,417,713

△690,088,247

1,553,329,466

4,766,759,173

         資  本  の  部

６ 12,819,081,144

７

(1)

イ 7,376,300

7,376,300

(2)

イ 358,539,112

ロ 151,981,000

206,558,112

213,934,412

13,033,015,556

17,799,774,729

企 業 債
建 設 改 良 費 等
充 当 企 業 債

固 定 負 債

流 動 負 債

未 払 金

建 設 改 良 費 等
充 当 企 業 債

負 債 合 計

資 本 金

流 動 負 債 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処理欠損金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

建 設 改 良 積 立 金

企 業 債 合 計

企 業 債

固 定 負 債 合 計

引 当 金

企 業 債 合 計

前 受 金

引 当 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 引 当 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額
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令和５年度  渋川市水道事業予定貸借対照表(前年度分)

          (令和６年３月３１日）

           資  産  の  部

円 円 円 円

１

(1)

イ 511,993,180

ロ  13,962,737

ハ 1,113,388,354

△696,720,308 416,668,046

ニ 29,904,841,668

△15,086,859,625 14,817,982,043

ホ 5,400,967,362

△4,228,679,143 1,172,288,219

ヘ 26,875,432

△24,422,318 2,453,114

ト 144,939,831

△129,885,272 15,054,559

チ 101,960,337

△62,639,994 39,320,343

リ 5,272,000

16,994,994,241

(2)

イ 103,532,655

ロ  300,111

ハ 13,381,750

ニ 12,813,483

130,027,999

17,125,022,240

２

(1) 469,362,066

(2) 100,742,237

△1,705,000 99,037,237

(3)

イ 7,497,435

ロ  93,090

7,590,525

(4) 1,661,890

577,651,718

17,702,673,958

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貯 蔵 品

原 材 料

貯 蔵 量 水 器

貸 倒 引 当 金

前 払 費 用

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

施 設 利 用 権

無形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

ダ ム 使 用 権

電 話 加 入 権

水 利 権

工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

量 水 器

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

立 木

建 物

減 価 償 却 累 計 額

貯 蔵 品 合 計
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           負　債　の　部

３

(1)

イ
2,512,839,933

2,512,839,933

2,512,839,933

４

(1)

イ
360,554,233

360,554,233

(2) 253,745,630

(3) 14,547,140(6) 0

(4)

イ 13,998,000

ロ 2,601,000

16,599,000

645,446,003

５

2,182,350,713

△634,490,247

1,547,860,466

4,706,146,402

           資  本  の  部

６ 12,819,081,144

７

(1)

イ 7,376,300

7,376,300

(2)

イ 358,539,112

ハ 188,469,000

170,070,112

177,446,412

12,996,527,556

17,702,673,958

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

建 設 改 良 積 立 金

当年度未処理欠損金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

負 債 合 計

資 本 金

未 払 金

固 定 負 債

企 業 債

固 定 負 債 合 計

企 業 債 合 計

建 設 改 良 費 等
充 当 企 業 債

流 動 負 債

企 業 債
建 設 改 良 費 等
充 当 企 業 債

企 業 債 合 計

前 受 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 引 当 金

引 当 金 合 計

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

流 動 負 債 合 計
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